
⇒
一般会計等 全体 連　結

人件費（職員給与、退職手当引当金繰入額等) ｂ 10,794 12,339 12,624

未収金（税等の滞納分） a 減価償却費等 ｃ 10,593 15,098 15,104

退職・賞与等引当金など b 行政サービスに対する支出
注2：退職金等の一部支出額を除く

⑥ 43,090 123,788 139,253

減価償却費等 c 利子償還金 ⑧ 418 1,215 1,216

未払金など d 使用料・手数料等の収入 ① 3,416 69,228 69,690

災害復旧事業費・資産除売却損など 1,515 1,526 1,530

　＋　　　 ⇒ 資産売却益など 83 203 122

62,911 84,535 99,915

使用料・手数料等の収入 ① 税収等、国県等補助金 55,762 82,531 97,653

租税等の収入 ② -7,149 -2,204 -2,263

資産の処分による収入 ③ 資産評価差額　Ｄ 有価証券等の評価差額 0 0 0

市債の発行による収入 ④ 無償所管等　Ｅ 無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等 207 393 393

注1：繰越金 ⑤ その他　Ｆ 過年度の修正（税収等や国県補助金等） 2 2 71

行政サービスに対する支出 ⑥ -6,941 -1,610 -1,799

資産形成に対する支出 ⑦ 201,491 228,377 229,884

公債費（元金・利子の償還） ⑧ 194,550 226,767 228,085

歳入－歳出＝形式収支 ⑨

基金などの積立金等 ⑩ 業務支出 行政サービスに対する支出 ⑥ 54,393 138,536 154,448

土地（市道等の底地を除く） ⑪ 使用料・手数料等の収入 ① 3,394 69,708 70,255

建物等（市道等の工作物を除く） ⑫ 租税等の収入 ② 54,631 80,835 95,957

臨時支出 災害復旧事業費等 1,246 1,256 1,257

臨時収入 0 118 119

　＋　　　 ⇒ イ 2,386 10,869 10,626

投資活動支出 資産形成に対する支出 ⑦ 7,035 13,768 13,915

投資活動収入 資産の処分による収入 ③ 5,697 6,284 6,418

市道・林道・河川等 e ロ -1,338 -7,484 -7,497

リース資産 f 1,048 3,385 3,129

建設中の資産 g 財務活動支出 公債費（元金の償還） ⑧ 7,674 12,079 12,173

市債の残高 h 財務活動収入 市債の発行による収入 ④ 6,878 9,633 9,840

ハ -796 -2,446 -2,334

事業用資産 105,394 111,425 111,446

インフラ資産 165,093 229,738 229,738

物品 1,718 7,656 7,720

無形固定資産 75 3,774 3,778

投資及び出資金 518 7,574 7,441

基金などの積立金等 14,892 16,547 16,846

現金預金 ⑨ 1,941 12,425 13,143

未収金 a 178 929 1,497

財政調整基金等 ⑩ 1,050 1,075 3,180

地方債等 h 76,904 129,482 129,504

退職手当引当金など b 10,081 19,888 18,761

１年以内償還予定地方債等 h 7,681 12,027 15,335

賞与等引当金等 b 1,642 2,979 3,105

194,550 226,767 228,085

※百万円未満を四捨五入したため一致しない部分があります。

令和元年度　唐津市財務諸表　概要版（現金主義の決算書から財務諸表への組み替え）
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純行政コスト（経常費用－経常収益＋臨時損失－臨時利益）　Ａ

投資活動収支（③－⑦）

臨時損失

臨時利益

本年度差額　Ｃ　（Ｂ－Ａ）

業務収入

経常費用

注2：前年度の行政コスト計算書において、発生主義に基づき退職・賞与等引当金として
計上した額には、本年度実際に支出した退職金や賞与金の一部が含まれているため重
複分を本年度支出額から控除しています。

利払後基礎的財政収支（イ＋ロ）

本年度末純資産残高（Ｇ＋Ｈ）
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表

財務活動収支（④－⑧）

純資産（資産－負債）
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⑪、⑫
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流
動
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純
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産
変
動
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書

投資
その他の

資産

財源　Ｂ

本年度純資産変動額　Ｇ（Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ）

前年度末純資産残高　Ｈ

業務活動収支（業務収入－業務支出＋臨時収入－臨時支出）

歳出

※　発生主義の勘定科目は、実際に現金の出し
入れはありませんが、決算時点で支払い義務等
が発生しているものについて、合理的な計算方
法で算出した金額を計上しています。

注1：繰越金は、前年度の形式収支（歳入－歳
出）の額であり、前年度の貸借対照表の金融資
産として計上しているため、組み替えの対象外と
なります。
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⑩

組み替え後（単位：百万円）
組み替え先組み替え元
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